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冷戦構造とドゴール大統領の｢中立化｣構想
-1960年代･ベトナム戦争をめぐる仏米同盟-

The Cold War and De Gaulle's Idea

of Neutralization on Vietnam,

-A Perception Gap between France and America-

鳥潟　優子*

Yuko TORIKATA*

Abstract

The purpose of this article is to explore an aspect of French President Charles de Gaulle's

foreign policy-the proposal of neutralization on Vietnam as a means of conflict resolution on

the basis of the theory of balance of power, which was the anti-thesis to cold war thinking in

the United States. The author attempts to explain that de Gaulle searched for the possibility

of a French role between Vietnam and the United States while considering its limitations, but

his effort led to misunderstanding between France and the United States, in spite of de

Gaulle's point of view wi也in the framework of the French-American alliance.
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l　は　じ　め　に

国際公共政策研究 第7巻第2号

フランスのドゴール大統領(CharlesdeGaulle)が､公式には1963年8月以降､アメリカ

のベトナム戦争を批判し､いわゆる｢ベトナム中立化構想｣を平和的解決のための唯一の手

段としてアピールしたことは､ベトナム戦争史およびフランス政治研究ではよく知られてい

る｡そしてアメリカ側がジョンソン政権期､アメリカ外交批判として､これを拒絶したこと

も一般的な解釈である｡

しかしながら当時､ドゴールの紛争解決に向けた真意は､なぜ同盟国であるアメリカ側に

伝わらなかったのであろうか｡この疑問は冷戦終結後､皮肉にもアメリカ側から｢中立化｣

構想の再評価が試みられたこともあって､いっそう強まった｡

1995年､ケネディ･ジョンソン政権期に国防長官を務めたマクナマラ(Robert S.Me-

Namara)は回顧録において､ ｢ドゴール大統領のこの〔中立化〕構想は､南ベトナムでの共

産側の政権奪取に道を開き､.西側諸国の安全保障に米軍の撤収と全く同じ重大な結果を招く

だろうと結論したOだが､ ･･-･中略一一ドゴール-西側陣営に対するこうした打撃があれば､

アメリカと同じように損害を受けるはずの人物-が､ 〔ベトナムの〕中立化を受け入れられる

のであれば､なぜアメリカはそれができなかったのか｣と顧みている0 (〔 〕内および下線

は筆者､以下同じ)1)

さらにこの回顧録の出版を契機として､マクナマラはこの戦争から教訓を学ぼうと､かつ

ての｢敵｣との対話を模索した｡この働きかけによって､アメリカと北ベトナム(ベトナム

民主共和国)の元指導者たちによる｢対話｣ (The U. S.-Vietnamese Dialogue)が実現する｡

この動きは1995年7月､米越国交回復から2年後という､米ソ冷戦終結後の時代の流れの中

で結実した｡ここで両国は｢中立化｣というアイデアが､戦争回避､もしくは戦争の早期終

結のための有効な一手段として検討すべきであったとして､おおよそ見解を一致させる｡つ

まり両当事者とも､ ｢中立化｣が｢失われた機会｣ (missed opportunity)であったと見るよう

にようになった2)｡このように近年､ドゴールの構想が紛争解決のための有力な一手段として

考慮されるべきであったと見直されてきたのである｡

1) Robert S. McNamara with Brian Van De Mark, In Retrospect: The T物edy and Lessons of Vietnam (New
York: Vintage Books, 1995), p. 113.

2)この｢対話｣は1997年6月､北ベトナムの首都であったハノイで3日間にわたって開催された｡こうした両者間の

｢対話｣はその後､ 1998年2月に再びハノイで､同年7月にはイタリアで行われている｡この一連の｢対話｣につ

いては､ Robert S. Me Namara, James G. Blight, and Robert K. Brigham, A脚力t Without End: In Search of

AnswerT to the肋桝Tragedy (New York: Public Affairs, 1999), pp. 99-150を参照されたいOまたマクナマラ

は最近､ Robert S. Me Namara, and James G. Blight, Wilson's Ghos,ちReduci.昭:g the Risk ofConfli塊Killi喝and

Catastrophe in the 21"'Century (New York: Public Affairs, 2001), pp. 145-150においても､ドゴールのアイデア

が紛争解決に有効であったと論じている｡
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従来の研究では､ドゴールの構想は当時のアメリカ政府の認識と同様に､対米批判の側面

に重心がおかれ理解されてきた3)｡筆者は先に別稿において､ドゴールの中立化構想のアピー

ルを1961年5月から1965年北爆開始直後までの時期に焦点を合わせて取り上げた4)｡そして

ドゴールは確かにベトナム戦争を批判したが､彼の主要な目的はこの戦争の平和的解決であ

って､アメリカに対する同盟国としての｢助言｣を意図していたと考察した｡そして筆者は

この構想が､アメリカ側の主張のごとく｢暖昧さ｣をはらみながらも､それがいずれの当事

者にとっても政治的裁量の幅を広げることになる利点を､プラグマテイストでもあるドゴー

ルは十分承知しており､アルジェリア問題を解決に導いたときのように､それを絶えず変化

する状況に合わせて戦術として用いようとしていたと分析した｡

本稿においても､こうした見方に基本的な変更はない｡だがその後､フランス外務省の外

交文書の中に､ ｢中立化構想｣の骨子を示し､ドゴールのベトナム戦争を解決するためのアプ

ローチを整理したと見られる文書の存在が明らかになった5)Oここには､ドゴールがベトナム

3)ベトナム戦争に対するフランスの政策を論じた先行研究の中で､ドゴールによるベトナム中立化構想の提案に関し

ては､拙稿｢ドゴール大統額によるアメリカ外交批判-ベトナム戦争と中立化構想1961年5月-1965年3月-J
F国際公共政策研究1第6巻1号(2001年)を参照されたいOドゴールのベトナム政策を論じた研究は極めて限ら

れているが､その数少ない中で代表的な研究は､ Marianna P. Sullivan, France's Vietnam Policy: A S¥如dy in
Franco-American Relaぬns (Westpoint, Greenwood, 1978)である｡またベトナム戦争の平和的解決へ向けた選択

肢の一つとして本構想を取り上げた研究として､ Fredrik Logevall, Choosing War: The Lost ChanceforPeace and
theEscalation ofWarin Vietnam (University of California Press, 1999)がある｡ドゴール構想に対するアメリカ
政府側の反応については､ Fredrik Logevall, "De Gaulle, Neutralization, and American Involvement in
Vietnam 1963-1964, " Pacific Hisわrical Review 41 (February, 1992)が詳しいoドゴール外交を体系的に検証した
フランスのモーリス･バイズによる研究では､フランスのベトナム政策はインドシナにおける威信の回復であった

としてアメリカ外交批判の側面はそれほど強調されていない｡さらにバイズは｢中立化｣については､基本的にこ
の地域における大国の不干渉を定めた1954年協定に忠実に従うべきであるとの理解から､そして軍事力による解決

の模索が行き詰まったために提案されたと考案した　Maurice Vaisse, La Grandeur, politique Mrangere du
general de Gaulle, 1958-1969 (Paris: Fayad, 1998), pp. 523-525.しかしバイズは､ 1965年秋からドゴールの姿勢

がアメリカ批判に傾斜したと考察しているibid., pp.530-532.
4)なおドゴールが公式にベトナムの中立化を提案した1963年8月以降､ベトナムの状況によって､ドゴールの取り組

み､すなわち構想の提案やアピールの仕方､仲介者としての役割には貯余曲折が見られる｡筆者は基本的に一貫し
てドゴールが紛争解決を視野に入れて本構想を提案していたと見ているが､そのために行動を伴って具体的に働き
かけを行ったのは､ 1965年3月(北爆の継続開始直後)までであると見ている｡この時期については､拙稿の前掲

論文を参照されたい｡その後1966年9月までの期間については､ドゴールは交渉の糸口を模索しつつも､現実に仲
介者として有効な役割を果たすのは不可能と判断して､声明などで紛争当事者に呼びかけるだけに行動を自制して
いた｡それ以後からパ1)で和平会談が開催される1968年5月までは､厭戦ムードが広がり当事者が和平を本気で目
指し始める時期が到来すれば､仲介者やそれに類する働きへ本格的に乗り出そうと､ドゴールは機会の到来を見定
めようとしていたと考えられるo　この第2および3期における仏米間を中心にしたドゴール外交の展開ついては､
稿を改めて論じる予定である｡

5)フランス外務省(Ministさre des Affaires Etrangさres, MAE)は現在､大臣官房付の外国要人との会談記録
(Entretiens et Messages, EM)を1971年末まで公開している｡また対米関係の分類(S芭rie Amerique, les Etats-

Unis, AEU)でのベトナム戦争関係の文書は1968年5月まで､ベトナムの区分(Serie Cambodge Laos Vietnam,
CLV)では1964年まで公開されている｡ドゴール構想に関係する記録としては､筆者が3回にわたって(2001年9

月､ 2002年3月および9月)調べた限り､ベトナム問題の解決に関して記された1968年12月12日付の外務大臣宛の
覚書が存在するのみである｡この覚書は翌日のミッシェル･ドプレ仏外務大臣と北ベトナムの交渉責任者であった

レ･ドク･ト代表との会談に備えて､あらかじめフランス政府の立場をまとめたものである｡本稿の第3節では､
この文書を中心にドゴールの構想を検討していきたい｡なお外務省の他､閲覧可能なドゴール政権期の外交文書は､
パリの国立公文事館(Archives Nationale, AN)に大統頚府(5AG 1)の資料が所蔵されているが､外務省で公開
されている史料と重複するものが多い｡また政府高官の個人文書が国立政治学財団現代史資料室(Archives
d Histoire Contemporaire, Fondation Nationale des Sciences Politiques)に所蔵されている.現在公開されており

本論文に関係するのは､クーヴ･ド･ミュルヴイル外相(Maurice Couve de Murville, 1968年5月からは首相)と
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政策を､インドシナ地域のみならず世界政治の文脈の中に位置付けていたことが端的に記さ

れていた｡そのため筆者はドゴールの｢中立化｣構想を､世界政治の枠組みに基づいて､そ

して当時の冷戦という国際構造の中で､冒頭の疑問を解くために､これを発展的に検証する

べきだと考えたのである｡

そこで本稿では､次の三つの角度から以下の節でドゴールのいうベトナム｢中立化｣構想

を考察する｡まずドゴールのアイデアをたどり､彼の戦争と平和の思想を分析の枠組みとし

て提示した上で､ドゴールの｢中立化｣について検討する｡彼は20世紀の二つの大戦を軍人

として生き抜き､フランスの指導者となった｡ドゴールの政策には､こうした現場での観察

や思索が映し出されることになろう｡とりわけベトナム戦争に関しては､戦争･平和･同盟･

秩序･革命という諸原理が交錯しており､なおさら彼の思索を踏まえた検証が必要だと思わ

れるからである｡そして次にドゴールの構想を､その世界政治のプロセスの中で僻撤してい

く｡この際､とくに｢中立｣という概念の暖昧さ､つまりこれが多義的に用いられることに

留意しなければならない｡概念の暖昧さは､いずれの側にも政治性を含めた解釈を可能にす

るからである｡最後に以上の考察を踏まえて､ドゴール政権期の仏米関係を整理し､いかに

二つの国の間で両国関係に関する認識の承離が存在したかを確認し､ここにドゴール提案に

対する両国のすれ違いの素地を見出していく｡

なお冷戦終幕後､ベトナム戦争史研究は再構成が進められており､本稿がこうした冷戦史

の研究動向においても､圧倒的な影響力をもつアメリカ外交史以外の､それも冷戦期に西側

に位置しつつアメリカを敢然と批判したフランスの視点を加えることで､新しい視角を提供

できれば幸いである｡

2　ドゴールの世界戦略と｢中立｣という概念

(り｢中立化｣構想の背景

本稿が分析対象とする1960年代は､多極化が期待された時代であった｡東側の社会主義陣

営では､中ソ対立による綻びが顕著になる｡第三世界では脱植民地化を成し遂げた多くの新

興独立国が誕生し､ ｢非同盟｣を掲げ-大勢力を結集したOだが表面的な変動はあっても､や

はりなお核不拡散体制の樹立や地域紛争への介入といった､秩序構築や安全保障面の決定権

は米ソの掌中にあった｡

サントニー(Jean Sainteny)､ドヴイエール(Philippe Devillers)の文書であった｡なおシャルル･ドゴール研究
所(Fondation et Institut Charles de Gaulle)には第五共和政期の一次資料は所蔵されていない｡なおフランスの
一次資料についての詳細は､上原良子｢パリの文書館について-第四共和政期の政治外交史を中心に-｣ 『現代史研
究』 40号(1994年)を参照されたい｡
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ドゴールがベトナムの｢中立化｣を提案した1960年代は､こうした時代であった｡そして

ドゴールは西側世界で独自の外交路線を歩んでいた｡一貫して｢フランスの偉大さ｣を追い

求めたドゴール外交の基本は､米ソの影響力からのフランスの｢独立｣であった｡この時代､

人々の頭の中は､国際秩序は米ソ二極構造で規定されるという冷戦思考で占められていた｡

しかしながら､ドゴールは､構造を所与の条件とはみなさなかった｡彼は国際環境を自ら働

きかけることで変革すべきだと考えていた｡この自主独立と変革の精神によってこそ､ドゴ

ールは冷戦のアンチ･テーゼである｢中立化｣というアイデアを生み出したのである｡

ドゴール派のジャーナリストであるポール･マリ･ド･ラ･ゴルスは､フランスの政策は

アメリカと｢別の哲学の着想｣に基づいていたと言い表した6)｡冷戦期の｢中立｣というアイ

デアこそ､まさに国際構造に対する哲学的な考察を必要とする課題であった｡そもそも｢中

立｣とは､ ｢勢力均衡の世界で､一国がいずれの軍事ブロックにも属さず戦争の圏外に立って､

通商その他の利益を確保しようとする政策｣であり､ウェストフアリア会議以降の古典外交

の時代に形成された7)｡またアーノルド･ウォルファーズの表現では､古典的中立には平時か

ら厳格な不偏不党の中立(strict neutral impartiality)の維持という意義があった8)｡ドゴー

ルは､冷戦の｢二極｣構造と､自らの古典的な秩序観､すなわち多様なアクターが存在し､

その力の｢均衡｣を条件とした｢平和｣という世界観との間で､どのように折り合いを見出

し､ベトナム問題の紛争解決に向けて､｢中立化｣というアイデアを導き出したのであろうか｡

彼の経歴をさかのぼって考えてみよう9)0

(2)第二次世界大戦以前-アイデアの形成-

ドゴールが､軍事･政治思想に関する著書を相次いで出版したのは､戦間期の20年間であ

るo軍人であったドゴールにとって､ 22歳で勃発した第一次大戦の経験が思想形成に与えた

影響は実に大きかったOこの大戦でヨーロッパの戦死傷者は3700万人にのぼり､ドゴールと

同じ世代の多くの命が塑壕の中で消えた｡ドゴール自身も大戦中､ドイツで2年間の捕虜生

活を送った｡彼は5度脱走を試みたが､ことごとく失敗し､捕虜収容所でドイツ語の勉強と

読書に励んだ｡この閉ざされた世界で､彼は期せずしてロシアや他国の軍人たちとの交流や､

敵であるドイツ軍の観察などから､ゆっくり思索する時間に恵まれた0

こうした自らの運命と歴史の奔流の中で､ドゴールは祖国､国民､国家こそ永遠の最高の

6) Paul-Marie de La Gorce, De Gaulle (Paris: Perrin, 1999), p. 1155.

7)神川彦松｢中立主義概観｣日本国際問題研究所編F中立主義の研究･上判1963年､ 7貫｡
Arnold Wolfers, op. tit, p. 222.

9)この節では､主に伝記的研究を参照した｡主な文献は次の通りである0

アレグサンダー･ワース(内山敏訳) Fドゴール』 (紀伊国屋書店､ 1967年) 265頁､スタンレイ･ホフマン(天野恒

雄訳) F政治の芸術家ド･ゴール　フランス現代史2』 (白水社､ 1997年)｡ Jean Lacouture, De Gaulle: TheRuler,

1945-1970 (New York: W. W. Norton & Company, 1991), De Gaulle: The rebel, 1890-1944 (New York: W.
W. Norton & Company, 1993).
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価値であり､イデオロギーはこれらを覆い隠す仮初めの姿でしかないと考えるようになる｡

1933年公刊の『職業軍隊に向かって』では､彼のこのような思想が強調されている10)

またドゴールは古典的なヨーロッパのリアリストであり､諸国家の力の｢均衡｣に基づく

秩序を説いた｡その一方で､彼は均衡も不断に変革が試みられるものと考える｡なぜなら､

｢小国は大国になろうとし､強国は支配を望む｣ものだからという11)こうした視点から､

ドゴールは第一次大戦後ヨーロッパの理想主義的な雰囲気を危供し､ドイツの危うさをいち

早く警告した｡ヴェルサイユ講和条約で課された賠償金や軍備制限など過度な負担がドイツ

の｢不満｣を生み､これが平和を破壊する種子になると見抜いていたからである12)｡やがて

ブロック経済が画され､競争と対立へと雪崩込む｡

1939年に第二次大戦が勃発､ナチス･ドイツが侵攻を開始し､そのわずか一ケ月後､フラ

ンス政府はパリからヴィシーに逃亡し降伏した｡ドゴールはドイツの前にひれ伏したフラン

ス政府首脳陣の無能と気概のなさに憤慨した｡そして彼はロンドンに飛び､抵抗を開始する｡

1940年6月18日､ロンドンBBC放送からドゴールは､フランス国民に｢戦闘には敗れたが､

戦争は失われていない｣と戦い続けるよう呼びかけた｡こうして彼は本土解放のために､フ

ランス帝国の存在と英米の産業力の後ろ盾を確信して､自由フランスを組織した｡

1944年6月3日､ノルマンディー上陸の3日前､ドゴールはアルジェの国民委員会がフラ

ンス共和国臨時政府であると宣言する｡そして年末に彼はモスクワへ向かった｡ソ連をフラ

ンスの将来にとって重要な鍵だとみなしたからである｡ソ連との良好な関係は､とりわけ仏

露同盟の歴史ゆえに米英に対する有力な｢外交カード｣として期待できると彼は考えたO　な

ぜならフランスの国家再建のためには､英米からの援助が不可欠であったが､ドゴールにと

っては英米への全面的な依存の回避が重要だからであった｡

第二次大戦の経験は､ドゴールに米ソという二つの大国からフランスの｢独立｣を守るこ

とが肝要との教訓をあたえた｡戦後ドゴールは､米ソ二極構造を｢フランスの偉大さ｣の制

約要因とみて強く反発する｡そしてこの構造を変更するために､彼は｢中立｣という概念の

効用に着目した｡フランスが中心となったヨーロッパが国際的な｢第三勢力｣を構成し､二

つの陣営の間で｢均衡｣の役割を果たそうと考えたのである13)彼の世界戦略とは､フラン

スが世界的な役割を果たすために東西二つの世界の｢調停者｣になるという､フランス版｢中

立政策｣と言えるものであった｡とにかくドゴールにしてみれば､秩序とは自らの手で創出

10) Charles de Gaulle, "Vers l'armee de mgtier," Le Fil de /'砂ee et autres icri.缶(Paris: Plon, 1990), p. 243, pp.

268-269.

ll) Charles de Gaulle, "Le fil de l'gpge," ibid., p. 146.

12) Charles de Gaulle, "Vers l'arm色e de metier," ibid., p. 243, p. 266, p. 271.

13) Charles de Gaulle,蝕cours et Messages, tome 2, Dans I'Attente, FSvタおr 1946-Avril 1958 (Paris: Plon, 1970),

p. 15, pp. 53-54, Charles de Gaulle, Discours etMessages, tome 3, Avec le Renouveau, Mai 1958-Juillet IS朽2

(Paris: Plon, 1970), p. 182, Charles de Gaulle, Mgmoires de Guerre, Le salut: 1944-1946 (Paris: Plon, 1999),

pp.215-216.
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するものであった｡そのうえ彼は第二次大戦がブロックによる対立から生じたという認識､

つまり二極構造というプロッタ体制は必然的に対立をもたらし､平和､すなわちフランスの

発展する環境をも破壊してしまうという考えにも基づいていた14)ドゴールにとって､力の

均衡は平和維持のための前提であり､かつ均衡に基づいた｢中立｣は､米ソという大国のは

ぎまでフランスの｢独立｣を図るための課題でもあった｡

しかしながら､いったん冷戦が開始されると､ドゴールは｢中立｣というアイデアを時に

戦略として用いようとする一方で､アメリカとの同盟関係を重んじて､自由主義陣営にフラ

ンスを位置付けるoドゴールは1965年4月27日､ラジオ･テレビ演説で次のように述べてい

る｡ ｢独立とは､同盟を排除するものではない｡なぜならブロックの対立する､危険な世界に

おいて､フランスは単独では生き残れないからだ｡｣15)彼にとって｢中立｣とは法的に厳密な

ものではなく､政治的解釈が可能であったからである｡一見矛盾するように見えなくもない

が､ドゴールの頭の中では整合性が保たれていたO次に戦後･冷戦期のドゴールの｢中立｣

をめぐる思想を見ていこう｡

(3)戦後･冷戦時代-ーフランスの状況への適応と中立概念の変容一

第二次大戦後の世界は､それ以前とはまったく様変わりをした｡ 1940年代末には､圧倒的

な破壊力を持つ核兵器の米ソによる独占体制により､冷戦構造はしっかりと固められてしま

った｡他方､戦後各地の植民地でくすぶり出していたナショナリズムが激しく主張をはじめ

る｡これは脱植民地化という歴史の潮流を生み出し､そして1960年代に至るまでに無数の新

興国を第三世界に誕生させた｡

こうした第三世界諸国を率いる指導者たちは｢中立｣政策を掲げた｡彼らは米ソいずれに

も与しない国際政治における｢第三勢力｣を形成し､冷戦という状況のもとで自主独立を目

指す運動に力を傾注する16)

この流れで主張された｢中立｣という概念は､こうした戦後の国際秩序の変容に適応する

べく新たな意味が加えられていた｡現代の｢中立｣は､中立を標模するアジア･アフリカ諸

国を中心とする新独立国によって､その強力なナショナリズムを背景に用いられる｡これら

の国は､ ｢中立｣を国際政治の舞台で積極的な役割を果たすための戦略的な一手段として主張

した｡

そしてドゴールが提唱していた国際的な｢第三勢力｣というアイデアは､ヨーロッパより

14) Charles de Gaulle, Discours et Messages, tome 4, Pour VEffort, AoUt 1962-DScembre 1965 (Paris: PIon, 1970),
pp.357-358. (以下､ DM. t.4と略す｡)

15) DM. t. 4, pp. 354-358, Maurice Vaisse,坤. at. pp. 35-36.

16) Arnold Wolfers, β伝cord and Col肋ration,軸on ln由rnational Politics (The Johns Hopkins University
Press, 1965), p. 224.
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もこうした第三世界諸国を中心に支持を集め､ 1955年バンドン会議を契機に登場した｢非同

盟｣という潮流を生み出した17)これら第三世界の国々は独立したといっても貧しく､西洋

の植民地主義および帝国主義の犠牲者であったと考える傾向があった｡その結果､これら第

三世界諸国の中立主義イデオロギーには､反西洋のバイアスと資本主義体制への強烈な反感

が内包されてしまう18)｡

こうした第三世界のナショナリズムや思惑を､ドゴールはフランスの第一次インドシナ戦

争やアルジェリア戦争の経験からよく理解していた｡そこで彼は第三世界の強烈な独立心に､

東西両陣営から拘束されない｢中立｣という形で訴え援助を行い､第三世界の指導者との交

流も重視し共感をはぐくみ､世界政治の視座から独自の｢第三勢力｣論を発展させていく｡

彼にとって､これらの国を共産化させないことは､フランスの影響力を示すことにもなり､

利点があった19)

ドゴールは植民地人民のエネルギーについて､次のように語っている0 ｢自由主義､社会主

義を問わず､民族と人間の独立を説く思想が奔流となって現れ､現代経済の繁栄がこれら持

たざる大衆の間に欲望の大波を引き起こした｡｣20)っまりドゴールは､民族と人間の｢独立｣

がイデオロギーや体制より重要であると考えて､民族自決権を｢中立｣に反映させた21)そ

れを実現するために国家(nation)の枠組みが至上になるのであって､イデオロギーや体制は

副次的なものにすぎないと考えていたのである22)そしてドゴールは自然の理として､｢持た

ざるもの｣である第三世界諸国は､ ｢持てるもの｣である大国に対して不満を抱き､現状の国

際秩序の変革を目指すであろうと見ていた｡いつの時代にも平和を保つためには､不満を抱

く国のそれに配慮し､力関係の調整を図ることが必要である｡

それゆえにドゴールはベトナムにおいても民衆の不満を解消しなければならないと考えた

のである｡だからこそ､ドゴールは南ベトナム解放戦線を単なる共産主義勢力ではなく､南

ベトナム政府に不満をもつ民族主義者の集団であるとみなして､交渉への参加を認めるべき

だと初めから主張していたのであった23)解放戦線の問題は､フランスから見ると､南ベト

17)神川彦松､前掲論文､ 23頁　Charles de Gaulle, Discours et Messages, tome 2, Dan I'Attente, Fivrieγ 1946-Avril

1958 (Paris: Plon, 1970), pp. 53-54.以下､ DM. t.2と略す.)

18) Arnold Wolfers, op. cit, p. 225.

19)アt/グサンダー･ワース､前掲書､ 265頁｡

20) Charles de Gaulle, Memoires d'Espoir, Le Renouveau 1958-1962 (Paris: Plon, 1970) pp. 15-16.
21) Anne Sa'adah, "Wees simples et id芭es fixes," Institut Charles de Gaulle, De Gaulle en son siecle, tome 4, La

Security et VIndependence de la France (Paris: Plon, 1992), p, 278.

22) Etienne Burin des Rozies, "Le non-alignement," Textes Reunis par Elie Barnavi et Saul Friedlander, La

Pohhque Etrangere du General de Gaulle (Geneve: Publications de l'lnstitut Universitaire de Hautes Etude

Internationale, 1985), p. 64, pp. 70-71.例えばラオス王との会談において､ドゴールはフランスが｢過去｣から教

訓を引き出し､国家の｢独立｣と｢自決権｣を受け入れたと述べ､さらに両首脳は民衆の間にはイデオロギーとい

う仮面の下に民族があるという見方でも合意していた　Conversations franco-laotiennes, Paris. Le gSneral de
Gaulle et Sri Savang Vatthana, roi du Laos. Compte･rendu. 13 millet 1966, 27 EM, MAE.

23) Alain Peyrefitte, C'gtait de録ulle, tome 2, La France嘲rend sa place dans le monde (Paris: Fayard, 1997), p.
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ナムにおける政治的戦争であった24)ともかくベトナムの｢中立化｣を目指し､交渉が実現

すれば､とりあえず戦火が収束する25)｡そうすれば交渉のプロセスは､ベトナム人の不満が

和らぐ機会となりうる｡こうした不偏不党の中立化を目指した交渉の開始は､当事国の間で

情勢認識や､何が正しいか､何が理であるかについての共通の感覚､互恵の精神､さらに潜

在的な自己犠牲の精神が育まれることも期待できた｡またそれによってベトナムの中立化が

図られると､民族自決の理念の実現に加えて､大国の不関与によりベトナムにおける諸勢力

の力関係の調整も期待できよう｡

こうした考えから､ドゴ-ルは冷戦というイデオロギー闘争に固執することなく､歴史の

教訓と時代の潮流を汲み取り､多様性をもつ｢中立｣というアイデアを紛争解決に生かそう

と試みた｡そもそも世界とは多様性を秘め､自由主義や共産主義､善や悪といった二分論的

に割り切れるようにはできていない｡白と黒で判断するより､世界はあるがままにニュアン

スをもったグレ-で構成されていると見た方が自然の理に適うo

実際､共産主義世界にはチトー(Josip Broz Tito) `のような指導者がいた｡彼はモスクワ

から離反し､アメリカの援助を受けていた26)フランス政府もベトナムが｢共産化｣する可

能性は織り込んでいた｡したがってドゴールの言う｢中立化｣では､チトー的共産化は許容

されている｡ベトナムが共産化しても､この国の体制は相対的なものになり､西側の信用や

プランテーション経営者､技術的援助等､西側世界の存在を必要とするはずだとドゴールは

考えたからである｡ドゴール自身1965年初頭､アルファン駐米仏大使(Herve Alphand,同年

末より外務事務次官)に｢アジアの一地域にユーゴ的体制が存在しても､それが真にアメリ

カに対する危険をもたらすだろうか｣と語っている27)ベトナム｢中立化｣構想の提案は､

｢中立｣という概念の唆昧さゆえに､世界の多様性にも適応可能であった｡

だが一方のアメリカ側では｢中立化｣という概念を､戦後の米ソという超大国により引き

裂かれた世界秩序､すなわち冷戦の文脈でしか認識できなかった｡そのためアメリカにとっ

て他国との関係は､米ソいずれの陣営に与するかという二者択一でしかなく､国際秩序とは

常にゼロサム･ゲームであった.したがって冷戦期のアメリカにおいて｢中立化｣とは､す

なわち｢共産化｣と理解され､ドゴールの構想をアメリカ政府は真剣に検討しなかったので

ある28)だが1973年1月､アメリカと北ベトナムとの間で締結されたパリ和平協定は､ドゴ

ールの構想の内容と同様の基本線にあると言いえるものであった｡

687, Entretien entre M. Manac'h, directeur d'Asie, et le gouverneur Harriman (Vietnam), Paris, Compte-
rendu, 16 mai 1968, 34 EM, MAR

24) Reunion franco-vietnamienne a Saigon, Compte-rendu, 20/21 fSvrier 1964, 92 CLV, MAE.

25) Herv芭Alphand, L'Etonnement d'etre: Journal 1939-1973 (Paris: Fayard, 1977), p. 445.

26)ユーゴスラビアへのアメリカの援助とその目的については､ Lorraine M. Lees, "The American Decision to Assist

Tito, 1948-1949", Diplomatic History, vol. 2-4 (1978)を参照されたい｡

27) Hervg Alphand, op. ciよ, p. 445.

28)ドゴールの提案に対するアメリカ側の拒絶については､拙稿､前掲論文を参照されたい｡
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ともかくケネディおよびジョンソン政権期を通じて､ベトナム戦争の平和的解決へ向けた

一手段であったはずの中立化構想が､アメリカ側から首尾一貫して拒絶され続けたのは､こ

のような両国の｢中立化｣に関する理解と認識の相違が存在したためであった｡問題は､こ

の｢中立化｣に関する叡酷が二つの国でなぜ生じたかである.この問いを考えるために､次

章でドゴールの考えた｢中立化｣構想の具体的な内容について､外交文書に基づいて詳しく

見ていくことにしよう｡

3　ベトナム｢中立化｣構想とは?

(り　フランス外交の可能性と限界

ドゴールの主張する｢中立化｣とは､あえて端的に言えば､ 1954年のジュネーブ協定に基

づいたベトナムの｢独立｣であった29)そして｢独立｣とは､ ｢外国軍の撤退と大国の不干渉

の約束を前提｣に､ベトナムがいかなる外国の干渉も受けず自らの政策決定を実現できるこ

と(民族自決権の確保)を意味した30)重要なことは､西側も東側世界も東南アジアに手を

触れず､静かにそっとしておくこと(tranquille)であるとフランス側は考えていた31) ｢中

立化｣といっても､フィンランドやオーストリア､インド等の例を見れば､西側陣営に問題

を生じさせているわけではない｡だからフランスの主張は筋が通ったものと言いえるはずだ｡

このように､フランス政府内ではアメリカ側を説得するために政策としての｢中立化｣を検

討していた32)なお｢中立化｣の適用範囲について､フランス政府は現実的に考えて､当面

は南ベトナムに限定して実現を図るべきだと考えていた｡他方､長期的にはベトナム全体を､

そして最終目標では東南アジア全体の中立化を射程としていた33)

この節で検討する1968年12月作成の外務省の覚書には､ベトナム問題解決のための｢最終

目標｣として｢ベトナム人の独立･安全保障･自決権の確保｣が明記された上で､その実現

ための手続きが記されている｡これには､紛争解決のための交渉に向けた行程(les moyens)､

および｢中立化｣の実現に向けた手法･方策(lesetapes)が明らかにされていた34)

29)ダプジ(PierreDabezies)氏とのインタビュー(2001年9月28日､パy)｡ダプジ氏は1967年まで軍人としてメスメ

ル国防相(Pie:汀e Messmer)の副官(aide de camp)を務めていた｡

30)プラン･デ･ロジェ(EtienneBurindesRoziers)氏とのインタビュー(2002年3月19日､パリ)｡プラン･デ･ロ

ジェ氏は1962年から1967年まで大統額府の官房長官であった｡

31) Reunion franco-vietnamienne a Saigon, Compte-rendu, 20/21 fevrier 1964. 92 CLV, MAE.

32) Note et Annexes sur "la position de la France au sujet de la neutrality du Vietnam," 1 avril 1964, Entretie

entre le ggngral de Gaulle et M. Bohlen, ambassadeur des Etats-Unis d'Amgrique, Paris, 2 avril 1964. 5AG 1-
201.

33) Reunion franco-vietnamienne急Saigon, Compte-rendu, 20/21 fevrier 1964. 92 CLV, Annexe, Extreits de

declarations officielles frangaises, Entretien entre Michel Debr芭et M. Le Doc Tho, conseiller sp芭cial de la

dglggation nord-vietnamienne aux pourparolers de Paris. Compte-rendu.12 decembre 1968. 35 EM. MAE.
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まず｢手法｣の項目には､慎重にフランス外交のなしうること､およびその限界が示され

ていた｡この記述から､フランスが自らの影響力と｢中立化｣の限界を十分に認識していた

ことがうかがわれる｡

覚書では｢われわれの影響力の行使によるところが大きい領域と､われわれの手の及ばな

い領域がある｡ベトナムの再建のための援助に関しては､われわれの政策に負う部分が大き

史｣と述べた上で､次のように記されている｡

｢ドゴールはこの点〔ベトナム再建のための援助〕に関して､フランスは何を差し置いて

も積極的に取り組んでいく意図を表明してきた｡フランスは財政面での苦境にもかかわらず､

自らの粘り強い政策によって期待していた果実をのぞむのなら､これ〔ベトナムへの援助〕

について対話を推し進めるべき時が到来することになろう｡｣35)

ここではまず､戦争終結後､フランスがベトナムに対して国家再建のための援助を行う用

意があることを示し､戦後国家再建のプロセスにおいて､フランスは有意義な役割を果たせ

るだろうと予想している｡ひとつの戦争が終結した後の戦後構想は､平和のための礎であり､

このプランを戦時中から詰めておくことは軍事作戦において不可欠である｡しかし､このよ

うに援助の用意があると明らかにしただけでは､戦後構想として､フランスは何ら具体的な

計画を提示してないではないかと批判されるかもしれない｡事実アメリカはドゴールの構想

を拒む理由の一つに､具体性が欠けていることをあげていた36)だが考えてみれば､フラン

スはこの戦争における当事者ではなかったのである｡そのため当然フランスは､戦後構想を

詳細に検討する責任を負ってはいないというのが､フランス政府の基本的立場であった｡つ

まりフランスのできることは｢助言｣を通じてアメリカに着想を与えることまでであって､

あくまで自らの役割は和平プロセスを側面から応援することだとわきまえていたのである37)

これに対して戦争の当事国であるアメリカ側は､インパクトのある援助計画をアピールし

ていた｡ 1965年4月､ボルティモアのジョンズ･ホプキンス大学での演説において､ジョン

ソン大統債は10億ドルという具体的な数字を打ち出し､ベトナムを含めた東南アジア全体を

視野に入れたメコン河流域の開発計画を提案した38)ここでは外交と軍事力の役割が計算さ

34) Note pour le Ministre, 12 dgcembre 1968, Entretien entre Michel Debrg et M, Le Doc Tho, conseiller spgcial

de la dSl芭gation nord-vietnamienne aux pourparolers de Paris. Compte-rendu. 12 decembre 1968. 35 EM.

MAE.

35) Ibid.

36)例えば､物Relations of the United States, Volume 1, Vietnam 1964 (Washington: United States Govern-
ment Printing Office, 1992), p. 536.

37)プラン･デ･ロジェ氏との前掲インタビュー0

38) The Senator Gravel Edition, The Pentagon蜘The Defense Department History of United States Decision-
making on Vietnam, vol. 3 (Boston: Beacon Press,1971), pp. 355-356,メコン河開発計画とベトナム戦争との関

連については､ Nguyen Thi Dieu, The Mekong River and the Sir喝Ie for Indochina, Water, War, and Peace

(Westport: Praeger, 1999), Chapter 2-4, Eugene R. Black, Alternative in Southeast Asia (New York:

Fredrick A. Praeger, 1969)を参照されたい｡グェン･タイ･デュの研究は､ジョンソンのボルティモア演説の和平

提案における経済社会開発に焦点を合わせた初めての実証研究である｡ただしこれはベトナム戦争を中心にした研
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れていた｡実際にアメリカは､空爆という｢ムチ｣を用いつつ､アメリカに有利なかたちで

和平交渉を運ぶべく､この計画に北ベトナム側の譲歩を引き出すため開発援助という｢あめ｣

の役割を期待したのである39)｡またメコン河開発計画は､ベトナム戦争後のこの地域の経済･

社会開発計画が兼ねられていた｡メコン河は総長で､世界第5位にランクされる大河であり､

その流域はベトナムのみならずインドシナ全体に広がり､社会･経済面において民衆の生活

に直結する大動脈であった｡しかし北ベトナム側は､空爆という脅しの下でなされた提案で

あることを理由に､これを帝国主義の新たな陰謀と決めつけて取り合わなかったのである40)

このメコン河開発計画は､開発によって芽生えつつあった地域主義を促進し､この地域の

自立化の要求に応えようというものであった｡そもそも国連経済社会委員会の下部組織であ

るアジア極東経済委員会(ECAFE)が1951年に提唱した計画を発展させたものである41)こ

の計画のモデルは､大恐慌後の1930年代､時のルーズベルト大統領が掲げたアメリカのテネ

シー峡谷開発計画(TVA)であった42)そして同様のリベラリズムを掲げるジョンソンの

｢偉大な社会｣建設とも匹敵するアメリカン･ドリームあふれる計画として語られた.これ

は､いわゆるアメリカの楽観的な自由主義的発展論(liberal developmentalism)に基づいて

いた｡つまり低開発地域の社会変革を促し､ ｢国家建設｣ (nation-building)を援助すること

によって､国際社会の平和と安定を目指すアイデアであった｡この例として､ケネディによ

る中南米諸国への｢進歩のための同盟｣ (AllianceforProgress)がよく知られている｡しか

しアメリカのアイデアは､やはり冷戦思考に基づいており､米ソによる第三世界の支持獲得

黄争のコロラリーにあったo

これに対するフランス政府は､あくまでも｢対話｣を繰り返し､ ｢相当の信頼醸成｣を図る

ことが重要であると考えていた43)そのためこうした過程を通じて､ベトナムがのぞむよう

な国家再建のための援助をフランス政府は行うのだという姿勢であった｡ベトナムを含め東

南アジア地域は､ナショナリズムに目覚めた各民族(nation)に国家体制の選択に委ねるべき

究というより､メコン河開発の歴史を取り上げ､その中でベトナム戦争との関係を検証している｡またブラックは

元世界銀行総裁としての経験を買われて､メコン河開発計画に関してジョンソン大統額の特別顧問を勤めた｡本書

はその回顧録である｡ジョンソン自身のこの計画に対する取り組みとベトナム側の認識については､ DorisKearns

Goodwin, Lyndon Johnson and the American Dream (New York: St. Martin's Press, 1991), pp. 266-269.が詳

しい｡本書によると､この計画をジョンソンは｢進歩｣への需要に基づくものと考えていた｡しかしそれはベトナ

ム人の価値や必要からあまりにも帝離しており､かえって彼らの文化を破壊する道具となってしまった｡例えばベ

トナムには私的所有権という概念は伝統的に存在しなかったし､ベトナム語に｢私は｣という一人称がないことに

象徴されるように､個人と社会との関係は西洋におけるそれとは対称的であった｡このような両国の異なった価値

や体制が､ジョンソンの理想主義的開発計画の前に立ちふさがったのである｡

39) Nguyen Thi Dieu, op. tit, p.71, pp. 106-111.

40) Ibid., pp. i -100, pp. 113-115.

41) Ibid., pp.' -55.

42) Ibid., pp. 78-80.

43) Note pour le Ministre, 12 decembre 1968, Entretien entre Michel Debre et M. Le Doc Tho, conseiller special

de la delegation nord-vietnamienne aux pourparlers de Paris. Compte-rendu. 12 decembre 1968. 35 EM.
MAE.



冷戦構造とドゴール大統頚の｢中立化｣構想 149

だとドゴールは考えていた｡したがって､開発についてもあらかじめ自由主義的あるいは社

会主義的開発のいずれが適当であるかの判断は､国民の意思によって､試行錯誤を重ねるし

かないと見ていたからであった｡

こうした一方でフランス政府は､南北両ベトナムの統一に関しては下記の通り､フランス

の影響力の限界に留意している｡

｢二つのベトナムの統一をお膳立てすることについては､われわれは手を及ぼしえないO

われわれは､この間題がベトナム人の掌中に委ねられるよう､絶えず配慮しなければならな

い｡だが､この統一がどのようになされるかは､次の理由から周到な監視が必要であるo　す

なわち､それは二つのベトナムがある程度の期間､接触を保ちながら分裂して存続するので

あれば､ハノイの共産主義指導部は､共産主義国家にいたる前の暫定的な段階として､南部

とは異なった中立を主張するだろう.間違いなく､中立を求めるのはリスクを伴うが､唯一

の現実的な政策であるという利点もある｡南ベトナムの中立化が､束の間の行程ではないよ

うにするには､自由を重んじる国々の義務である｡｣44)

つまり､ベトナムの統一は､ベトナム人の自決権に委ねられるべきだとのフランスの基本

的な主張がなされており､同時に､そのための中立化に伴うリスクは承知済みであったこと

が明らかにされている｡このように中立化の危険性が払拭できないとしても､これだけが唯

一の現実的な選択肢であると､フランス政府は考えていたのである｡そしてベトナム人が選

ぶのであれば､共産主義体制であっても認めざるをえないが､そうなるか否かは､ ｢自由を重

んじる国々｣､すなわち西側諸国の対応次第だと｢努力｣の重要性がここでは訴えられている｡

またこの文書の｢最終目標｣の項目でもフランスは､南ベトナムに関しては､とりわけ他の

西側諸国と協力し合い､さらにそれ以外の大国とも､すなわち中ソとも力を合わせて､より

効果的に影響力を行使できるとことを強調している｡ただしもう一方の北ベトナムに関して､

フランスは積極的な切り札を持たないに等しいとも分析する｡しかしフランスは北ベトナム

が､いわゆる社会主義陣営に属しながらも､西独のように軍事条約に加盟していないので､

安全保障面でジュネーブ協定に基づいた中立の体裁を保っていることに､ -経の光明を見出

そうとしていた｡これはアメリカには決して見られない着眼であった0

(2) ｢中立化｣構想の実現に向けて

紛争解決に向けた｢行程｣の項目では､軍事的デスカレーションと政治的解決への前進(交

渉の進展)との双方を同時に進めていくことが方針とされていた｡もちろんその困難さをフ

44) Note pour le Ministre, 12 decembre 1968, Entretien entre Michel Debrg et M. Le Doc Tho, conseiller sp芭rial

de la dSlggation nord-vietnamienne aux pourparolers de Paris. Note et compte-rendu. 12 dScembre 1968. EM.
MAE.
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ランスは十分認識し､そのための国際的な枠組みと､この点に関するパートナー(同盟国)

との合意が不可欠であることを強調している｡

また覚書の｢最終目標｣の項目では､次のように記されている｡

｢安全保障に関して､ベトナムの厳格な中立化政策は､この地域への外部勢力のいかなる介

入も禁ずる処置による均衡の実現が前提である. --中略　　ここではベトナムの統一が実

現されない限り､北ベトナムと南ベトナムの間に何らかの弁別がなされるべきだという問題

が提起される｡ --中略---南ベトナムに関しては､北と状況は同じではない｡すなわち､

われわれはここでは他の西側諸国と協力しつつ､その他の大国と手を取り合って､より多く

の手段を行使しうるのだが､南ベトナムの中立は､新たな国際的均衡の文脈に包摂されなけ

ればならない｡｣45)

ここでは､中立を担保するのは力の｢均衡｣であると､均衡の重要性が強調されている｡

そして大国の保障を要請するジュネーブ協定と同様に､ベトナムをめぐる国際的な枠組みを

重視している.フランスが紛争解決の役割を果たせるようになる場合に備えて､ドゴールは

常々｢ノ､ノィ､北京､モスクワ､もちろんアメリカと接触し､関係を発展させなければなら

ない｣と考えていた46)確かに1960年代のドゴール外交は､フランス外交の伝統である｢均

衡｣を念頭に置いて展開されていたように見える｡

1960年代中盤以降､フランスはますます東側陣営の中ソに接近し､ NATO (北大西洋条約

機構)の軍事部門からフランス軍を一方的に撤退する｡しかし基本的に彼のNATO離脱政策

はNATO軍事機構の指揮体制の問題と考えての決定であった｡だがドゴールは撤退の理由

を､フランスがアジアでの戦火に巻き込まれる危険性があるからと､記者会見等で語る47)

確かにこうしてドゴールのNATO政策とベトナム政策とを関連づければ､ベトナムから撤

退しないアメリカに圧力をかけることもできるし､政策をただそうとしないアメリカとは距

離をおくことも可能であった48)

45) Ibid.

46) Herve Alphand,砂cit, p. 460, p. 469.
47) Charles de Gaulle, Discours et Messic哲es: vers由feme, Janvier 1966-avril 1969 (Paris: Plon, 1970) , p. 18. (以下､

DM. t. 5と略す)ドゴールはこの根拠として北大西洋条約第5条の集団的自衛権に求めたが､第6条の条約の適用
地域規定を合わせて考えると､ベトナム戦争は対象外となるので､これはあくまで政治的な主張であったと考えら

れる｡アメリカもベトナム問題にヨーロッパ諸国を関与させることが､国内世論対策のために必要と考えていた｡
物Relations of the United States: 1964-1968, vol.亀Western物Region (Washington: United States
Government Printing Office, 1995), p. 287. 1965年5月の時点ですでにアルファン大使もラスク国務長官(Dean

Rusk)に対して､フランスのNATO政策は軍事指揮体制に関する1958年提案を敷街したものであると明らかにし

ている　FRUS, 1964-1968vol.8, p.211.そして同盟関係に関しては､機構から脱退しても､存亡危急の場合には

アメリカとともに行動するのは当然であるから､条約の文言にかかわらず不変であると考えていた　Alain

Peyrefitte, C'etait de Guile, tome 3, Tout le monde a besoin d'une France qui marche (Paris: Fayard, 2000), p.
187.またNATO軍事機構からの一方的撤退を通告したジョンソン大統頚宛ての書簡において､ドゴー)L'は軍事機

構からは脱退するものの､同盟にはそのままフランスがとどまっていることを強調していた　Charles de Gaulle,

Lettres Notes et Came,鴎Janvier 1964-Juin 1966 (Paris: Plon, 1987), pp. 261-262.

48)フランスと対称的に､日本のベトナム和平のアプローチは､それがあまりにもアメリカ寄りであったために､ハノ

イをはじめ共産側から信用されず失敗したと最近の研究で指摘されている｡菅英輝｢ベトナム戦争における日本政
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またフランスの東側陣営への接近をベトナムにおける紛争解決の観点から言えば､社会主

義大国である中ソの影響力をドゴールが重視していたからであった49)ベトナム和平の行方

を左右する､つまり中立化の実現が可能か否かは､関係大国と当事国の政策次第であること

を彼は十分承知していた50)

中国はアジアの大国として､またソ連にならぶ共産主義国として国際政治において潜在的

に多大な影響力をもつ国であり､ベトナム戦争では北ベトナムを精神的､物質的に支援して

いた.そのため中国をドゴールは､ベトナム政策で極めて重視すべき国だと考え､ 1964年1

月に国家承認を行った51)そして彼は中国との関係を対ソ政策上､また中国と正式な外交関

係にないアメリカに対して｢外交カード｣として使いうることにも注目していた52)

さらにドゴールは1966年6月､モスクワを訪問するoドゴール自身は1944年にソ連を訪問

しているが､戦後の西側の国家元首としては初の訪ソであり､歴史的な出来事と位置付けら

れた｡またこれに象徴される仏ソ関係の進展は､アメリカのベトナム戦争の激化も重要な要

因であったとの指摘がある53)ベトナム戦争の和平努力に関して､ソ連との間では1965年2

月に見解の一致を確認しており､同年4月のグロムイコ外相(Andrei Gromyko)の訪仏等を

経て､仏ソ関係は深まっていた54)ドゴールの訪ソ時にソ連側は､ベトナム戦争を全面的な

世界戦争への発展を回避するように､あらゆる努力を行うつもりであると伝えた｡フランス

側も見解を同じくするとして､ソ連との協力で合意する55)

こうした中ソへの接近によってフランスは､ベトナムの｢中立化｣の実現のための環境が

整うことを期待したoまた世界政治の観点から､ドゴール自身は19世紀のヨーロッパ的リア

リズムの信念に基づいた均衡による平和の維持を目指していた｡ドゴールは｢フランスが西

にも東へも､アフリカや中国にまでも道を拓くことで､新たな戦争の脅威から世界を回避さ

せられる｣と考えていたのである56)ドゴールにとって､ベトナムに関しても｢均衡｣とは

平和の礎であるし､同時に｢フランスの偉大さ｣の実現にも世界における力の｢均衡｣は不

可欠なのであった57)

府の和平努力と日米関係-1965年～68年｣ 『国際政拾j第130号(2002年).
49) DM. t.5, p.23.

50) DM. t. 4, pp.236-237.

51)なおドゴールは1964年1月29日､中国の国家承認を行ったが､同時に記者会見において､ ｢中国を支配している制度

は認めない｣という留保も明らかにしていた　DM. t. 4, pp. 180-181. Natarajan Krishnan, "Le ggneral de Gaulle

et les non-alignes," Institut Charles de Gaulle, De Gaulle en son sigcle, tome 4, LibertS et dignitS des peuples
(Paris: Plon, 1992), p. 45.

52) Zhou Jianqing, China and the Vietnam Wars, 1950-1975 (The University of North Carolina Press, 2000), p.
408.

53) Maurice Vaisse, op. tit, p. 414.

54) Alain Peyrefitte, 1997, op. tit, p. 683, Foreign Relaめns of the United States: 1964-1喝vol. 2, 1偽tnam

January-June 1965 (Washington: United States Government Printing Office, 1996), p. 336.

55) Voyage du general de Gaulle en URSS. Entretiens: le general de Gaulle, MM. Couve de Murville, Brejnev,
Kossyguine, Podgorny, Gromyko. Comptes-rendus. 21 ,22, 29 juin 1966, 27 EM, MAE.

56) Hervg Alphand, op. at, p. 475.
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他方､フランスは当然のこととして､対米関係を重視していた1965年末のアメリカの和

平攻勢にともなうドゴールとゴールドハーグ米大統領特使(Arthur J. Goldberg)との会談

や仏米外相会談など､外交交渉の場でベトナム問題が取り上げられる際､必ずといってよい

ほど､フランスが入手した中ソや北ベトナムに関する情勢判断などの重要な情報はアメリカ

に報告されていたし､それをめぐって両国は相互に見解を交わしていた58)ドゴールの｢東

方外交｣は､実質的にアメリカの利益を損なうことはなく､アメリカと中ソ間の情報交換の

橋渡しとしての役割も担っていたと言えよう｡

4　ドゴールとアメリカー錯綜した仏米同盟-

そうであるならなぜ､これまで見てきたドゴールの｢助言｣は､その言葉通りにアメリカ

側に受容されなかったのであろうか｡先に述べたようにアメリカ政府は､ドゴールの言う｢中

立化｣は､すなわち｢共産化｣であり､いつものように彼はアメリカの利益を傷つけようと

しているだけだとみなして､ことごとく拒絶した｡だが皮肉にもドゴールは､あくまでも仏

米関係は建設的であるべきだと考えていたのである｡そこでまずドゴールの対米政策を知る

た糾こ､次の文書を見ていただきたい｡

｢ドゴールはアメリカとの実りある友好的な関係を維持することは重要であるが､過度に

協調的になる必要はないと考えている｡ 〔そして仏米関係は〕確実かつ実体の伴ったものでな

ければならないと考えている｡｣

これは1965年11月12日､ドゴールと会談したルーセ駐米仏大使(Charles Lucet)の覚書で

ある59)また大使は翌年7月25日のドゴールとの会談後には次のように記しているO

｢ドゴールは最近の仏米両国関係の､ごく僅かな冷え込みにも心を配っている｡ドゴール

はある一線を越えないこと､両国間に根本的で重大な問題がないことだけをのぞんでい

る｡｣60)

両文書によるとドゴールの対米政策は､フランスの自主｢独立｣外交を旨としつつも､ア

メリカとの協力的な友好関係は必要であり､ ｢フランスの独立｣と｢アメリカとの協力｣とい

57) Entretien entre Maurice Couve de Murville et M. Huang Chen, ambassadeur de Chine, Paris. Compte-rendu.
16 mai 1966. 27 EM, MAE, Bernard Tricot, "Witnesses," Robert Paxton ed., op. tit, p. 327.

58) Entretiens franco-amgricains, Paris. Entretien de M. Goldberg, envoye special du president Johnson avec M.

Couve de Murville, audience palais de l'ElysSe par le general de Gaulle, Note d'entretien et compte･rendu. 31

d芭cembre 1965, 26 EM, MAE.クーヴ外相が後に回顧したように､フランスの｢東側世界に対する心構えは(明ら

かに)仮面をつけたもの｣であったMaurice Couve de Murville, Une politique Urangh-e, 1958-1969 (Paris, Plon,
1971),p.196.

59) Visite au general de Gaulle de M. Lucet, ambassadeur de France aux Etats-Unis, avant son depart pour

Washington, Note d'entretien. 12 novembre 1965, 26, EM, MAE.

60) Entretien entre le general de Gaulle et M. Lucet, ambassadeur de France aux Etat-Unis, Paris. Note

dentretien, 25 juillet 1966, 28 EM, MAE.
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う二つの外交原則を調整していこうという方針であることがうかがえる｡

しかし実際には､両文書の記された時期､仏米関係は難しい関係であったというのが一般

的な認識であろう｡外務事務次官であったアルファンは1966年8月22日付の日記に､ ｢アメリ

カとの衝突はますます激しくなった｣とはっきりと書き記している61)というのも､ 1965年

2月にアメリカは北爆を開始しており､以後ドゴールはこうしたアメリカの政策へ批判を強

めていた｡間もなく同年4月､ジョンズ･ホプキンス演説でジョンソン大統嶺が北ベトナム

に対して無条件での交渉開始の和平提案と､この受諾を促す目的でメコン河開発計画を提案

した際も､ドゴールは北爆の継続中を理由に｢もはや手遅れであり〔ジョンソンの提案は〕

こけおどしに過ぎない｣と非難する62)その他のアメリカの対外政策に関しても､ _ドゴール

は1965年2月から公式に通貨政策を激しく批判し､同年4月末には中米サント･ドミンゴへ

のアメリカの介入も不当である等アピールしていた｡

1966年に入ると､ドゴール外交は誰の目にも､ますますアメリカの政策に真正面から対抗

していくように映った｡ 3月には､西側同盟の象徴的な存在であるNATO軍事機構からフラ

ンスは脱退すると一方的に通告し､ 6月にはソ連を訪問し､さらに9月のカンボジア訪問時

には演説でアメリカのベトナム戦争を激しく非難した63)二つ目の覚書が記されたわずか一

ケ月後のことである｡その演説はプノンペンの円形競技場で10万人の大観衆の前で披露され､

アメリカのみならず世界の耳目を引いた｡これはいわゆるプノンペン演説として､アメリカ

をはじめ世界の各方面に波紋を投げかけた｡そしてこの演説は､かえって北ベトナムの姿勢

を硬化さたとアメリカ側から厳しい反発を招いた64)｡

では､なぜこうした仏米関係の難しい時期に､ドゴールは駐米フランス大使に対して､わ

ざわざアメリカとの協力的な友好関係の重要性について留意を促したのであろうか｡やはり

これは､両国関係が難点含みであったからこそ､ドゴールはあえて覚書のような確認を行っ

たのであろう｡そもそも相互の関係が良好であれば､こうした微妙な言い回しで対米政策を

確認する必要はない｡したがって､ドゴールはフランスの政策がアメリカの路線と必ずしも

-致せず､しかもアメリカの政策がフランスから見て明白に勝算がなく誤った道をたどって

いるために､同盟国であってもアメリカを非難せざるをえない状況に置かれているだけだと

確認しておく必要性を考えたからであろう｡ドゴールに言わせれば､こうした同盟国の振舞

いにフランスが巻き込まれると危険であり､フランスの国益も損なうことになるので､フラ

ンス独自の判断でアメリカに異議を申し立てたのに過ぎない65)先に引用した1966年7月の

61) Herve Alphand, op. tit, p. 478.

62) Alain Peyrefitte, 1997, op. at, p. 687.

63) DM. t. 5, pp.74-78.

64) Foreign Relations of the United States, 1964-1968 Volume 4 Vietnam l灘百(United States Government Print-

ing Office, 1998), p. 821, Averell Harriman Oral History, June 16, 1969, Lyndon B. Johnson Libruary.

65) Visite de M. Brosio au general de Gaulle (avenir de l'OTAN) Notes pour le ministre, 20 Janvier 1966, 26
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覚書によると､ドゴールは､仮に懸案であったジョンソンとの仏米首脳会談が実現したら､

｢アメリカの行動に対する不承認を助言せざるをえなくなるし､ジョンソンの方はこれに対

して反対であると言うだろうから､ドゴールは両者の会談は必要ない｣と考えていた66)｡つ

まり批判や非難は友人であるからこそであって､言いたくて言っているわけではないという

意味であるo　したがってドゴールの駐米大使への対米政策の確認は､仏米関係が綱渡り的で

ある､つまり両国の関係は崩したくはないが､言うべきことを言うには､ある程度リスクを

覚悟しているということなのであろう｡このようにドゴール自身は反米主義そのものではな

かったにせよ､仏米間で政策が厳酷をきたした場合､ドゴールはあまりにも敢然とアメリカ

と道を違えたため､ドゴールの政策は反米的であるという誤解を生じさせたのであるo　した

がってベトナム中立化の提案に関しても､こうした文脈で理解されることによって､政策の

重要な目的であったはずのアメリカに対する｢助言｣的側面が見落とされてしまったと言え

る｡

仏米関係に関するこれまでの研究では､フランス人研究者やドゴール政権期の政府高官は

ドゴール外交を反米的と見ることを､その世界政治の文脈で理解することによって､慎重に

いさめている67)バイズやバーンスタインらはドゴールの反米主義とみなされる行動は､反

覇権主義に基づくものだと表現し､ホフマンが｢グローバルな修正主義｣と評したように､

フランスの役割を高めるために､米ソ二極主義という国際環境の変革を目指す世界政治の一

環であったと位置付ける1960年代に入ると米ソの覇権競争は､核戦力を中心とする軍事力

の面でも､経済的にも､アメリカの優位は明らかになっていたからである｡先にみたように

ドゴールの求める世界秩序は｢均衡｣であった｡均衡が実現されると中級国家フランスの行

動の自由が確保され､世界政治への意思決定の裁量の幅が広がる｡こうした見地から､ドゴ

ールは世界におけるフランスの立場を考えて決定を下したのであり､またアメリカに苦言を

呈したところで､それがアメリカの権力を実質的に傷つけることにはなりえないし､まして

アメリカが誤っているのなら､同盟国としてそれを正して当然という理屈であった68)

EM, MAE, Audience de M. Huang Chen, ambassadeur de Chine, par le general de Gaulle, Paris (question

vietnamienne). Compte-rendu, 16 mai 1966, 27 EM, MAE.

66) Entretien entre le ggneral de Gaulle et M. Lucet, ambassadeur de France aux Etat-Unis, Paris. Note
d'entretien, 25 1uillet 1966, 28 EM, MAE.

67) Maurice Vaisse, op. tit, pp. 34-40, Serge Bernstain (translated by Peter Morris), The R勿ublic ofde Gaulle,

1958-1969 (Cambridge University Press, 1993), p. 179, Jean-Baptiste Duroselle, Les France et Les Eta由-Unis,

Des Ortgmes & Nos Jours (Paris: Seuil, 1976), p. 242, Alfred Grosser (translated by Lois Ames Pattison),

French Foreign Policy under De Gaulle (Boston: Little, Brown and Company) , Forword, Paul-Marie de La

Gorce, op. tit, pp. 1153-1155.ドゴールが西側同盟へのフランスの政策はブロック体制の克服であったと考察する

のは､ Frederic Bozo (translated by Susan Emanuel) , Two Strategies for Europe: De Gaulle, the Uni由・d Sta由S,

and the Atlantic Alliance (New York: Rowman & Littlefield Publishers, 2001), p. 110 ad passin.

68) Pierre Messmer, "De Gaulle's Defense Policy and the United States from 1958-69", Robert 0. Paxton and

Nicholas Wahl ed, De Gaulle and the United Sおtes: A Centennial Reappraisal (Oxford: Berg Publishers,

1994), pp.357.アルファンはフランスの対米姿勢を｢アメリカの奉仕者ではなく友人として物を申している｣と日

記に記した　HervgAlphand, op.tit., p.479.プラン･デ･ロジェ氏は､プロッタ体制を懸念しアメリカの政策に助
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しかし､こうしたドゴールのやり方は､アメリカから見て面白いはずがないo　ケネディ政

権期から1966年にかけて､国務次官補としてドゴールと会談を重ねたボール(George Ball)

は､退官後のインタビューにおいて､ジョンソン大統領自身は輝かしい政治家としてドゴー

ルを尊敬していたが､それと同時にドゴールをまったく信用していなかったと述べた｡続け

て､ドゴールはベトナムでアメリカを助けようとしていたと思うかという質問に対して､｢ド

ゴールはゲームをしていた｡それは困難なゲームで､フランスの威信を高め､国際的な地位

を獲得することが目指されていた｣と彼は答えた69)さらにボールが回顧録に｢ドゴール将

軍の行動の多くは､公然ないし暗黙のうちに一一アメリカの影響力を傷つけることを目的と

していた｣と記したように70)､ドゴールはアメリカの眼に､自国の世界戦略に対する体系的

なダメージを与えようと試みる厄介な存在と映っていた｡つまりアメリカにとってみれば､

ドゴールの苦言はいつもアメリカの利益を損なう迷惑としか認識できなかったのである.そ

のため､いくらドゴールが中立化構想をアメリカに対する｢助言｣であると言っても､大統

額を筆頭にアメリカ政府側はそれを否定的に受け取った｡なぜならアメリカ側は､ドゴール

はいつもアメリカに反対すると見て信用していなかったし､彼の言動は単なる言いがかりに

過ぎないと､終始取り合わないことに決め込んでいたからであった71)

こうしたアメリカ政府側の反米的ドゴール観は当然､アメリカ外交史研究におけるドゴー

ル像に反映されるQ　アメリカの外交文書や元政府高官の回想に基づいたドゴール外交研究で

は､コロッジが指摘するようにドゴールのアメリカ外交批判の側面が一面的に取り上げられ､

フランス外交の自立性の追求を理由に､彼の反米的傾向､もしくはドゴールの言葉にアメリ

カへの対抗的な姿勢を見出し､それが強調されがちになってしまった72)とりわけベトナム

言しただけで､常に友好的(amical)であったとドゴールの対米姿勢を表現された｡前掲インタビュー｡

69) Under Secretary George Ball, Oral History Interview, Foreign Affairs Oral History Collection, Lyndon

Barnes John釦n Library, July 8 , 1971.

70) George Ball, The叫Iine of Power, Essen舶　of a Modern World Structure (Boston: little, Brown &
Company, 1968), p. 147.

71) Lyndon Baines Johnson, 77k Vintage Poinち物Iives of the乃物1963-1969 (New York: Holt,
Rmehart and Winston, 1971), p.23,ポーレン駐仏米大使は､このようなドゴールとの対立を回避するのがアメリ

カにとって得策だとケネディ･ジョンソン両大統領を説得したというo　またベトナムに関してボーレンは､ドゴー

ルは一貫してアメリカに批判的であったが､ 1966年の終わりまでに公に｢敵対的｣に動いたと見ていた｡ Charles E.

Bohlen, WitnessわHistory 1929-1969 (New York: W. W. Norton & Company Inc.), p. 503, p. 524. 1966年から

1969年まで大統頚補佐官であったロストウは当時､ドゴールの反米主義はフランス国内と､おそらく対ヨーロッパ

政策において必要性に基づいていたと見ていたと回顧する　Walt Rostow, Oral History Interview, Foreign

Affairs Oral History Collection, Lyndon Baines Johnson Library, March 21 , 1969.

72) Edward A. Kolodziei, French International Policy under De Gaulle and ｡托秘The Politics of Grandeur
(Cornell University Press, 1974), p. U, p. 55,コロッジはフランスが多極化へ向けて努力しつつも､アメリカへ頼

らざるをえない状況を指摘した上で､ドゴールの反米主義のバイアスが誇張されていると指摘する　Marianna P.

Sullivan,坤. at, p. 88, Frank Costiglioa, France and the United States, The Cold Alliance Since World WarII

(New York: Twayne Publishers, 1992), Chapter 4,コステイグリオアはドゴールの対抗的な対米姿勢を銭調し､

1958年から1968年までの仏米同盟は凍てついていたと表現した　Edward Haley (Traduit par Gilles Agrinier),
"Alligs et adversaires: De Gaull et les Etats-unis de 1958畠1969, " Institut Charles de Gaulle, De Gaul由en son

si&cle, tome 4, La Sicuri,血et find砂endance de la France (Paris: Plon, 1992), p.302, Lioyd C. Gardner,

"Lyndon John:∽n and De Gaulle," Robert 0. Paxton, op, tit, pp. 257-278, Nicholas Wahl, "Foreword: De
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戦争研究では､ 1990年代以降､見直しが進みつつあるとは言え､やはりすでに圧倒的な研究

の蓄積があるアメリカ側の視点が支配的になる73)そしてドゴールのベトナム中立化構想の

提案に関しても､アメリカの外交史家ログバルが指摘しているが､これがアメリカのベトナ

ム政策を変更しえなかった､つまりケネディ･ジョンソン両政権期のアメリカ政府高官から

おしなべて無視されてしまったために､どうしても彼の対米批判の些細なエピソ-ドとして

哩没する傾向にあった74)このようにアメリカにおいて､ドゴールのベトナム戦争の平和的

解決に向けた影響力が評価されなかったことによって､ドゴールのベトナム政策の研究が稀

なものになってしまったのである｡それによってアメリカ政府側の見方､すなわちドゴール

構想のアメリカ外交批判の側面が過度に強調されて､彼の一面的な反米主義のイメージが誤

って醸成されてしまったと言えるだろうO

以上で見てきたドゴールの構想をめぐる仏米間での認識の承離は､ドゴールの対米政策の

基本を､より建設的な関係を築こうとする方針であったか､それとも反米姿勢からであった

のか､フランスとアメリカがそれぞれどのような推定に基づいて解釈を行うかということに

帰するところも多かったのではないか｡結局ドゴールの提案が､その言葉通り積極的な｢助

言｣としてアメリカ側に受容されなかったのは､アメリカで彼の政策が常に｢反米的｣とい

うバイアスを通して認識されたことが大きく作用した｡しかも｢中立｣という概念が唆味な

性格をはらんでいたから､なおさらこうしたアメリカに都合のよい｢ドゴールは反米である｣

という推定を働かせやすくした｡

例えば1968年5月､アメリカと北ベトナムの間での和平会談の開催地が､パリに決定され

た時もそうであった｡この決定には約1ヶ月も要した｡それは､パリで開催をというハノイ

側の提案に対して､ジョンソンが最後まで蹟槽したからである｡ジョンソンはこれまでのド

ゴールのベトナム問題に対する姿勢から考えると､話し合いに対してネガティブな影響を及

ぼそうとするのではないかと深く危供した75)だがいったんパリで会談開始が決定される

と､フランス政府は会場等､あらゆる環境を整えることに全力を尽くし､ドゴールは当事者

間で交渉が円滑に運ぶように舞台裏で黒子に徹した｡その結果､ジョンソンはパリでの会談

Gaulle and the Americans since 1940, " ibid., p. xix, Henry Kissinger, D砂Iomacy (New York : A Touchstones

Book, 1994), p.605, p.617.キッシンジャーはドゴールを原則的に反米でないと見るが､大西洋｢協力｣という哲

学的な問題を提起し､しばしばこれを対米攻撃のために転用したと考察した｡スタンレイ･ホフマン､前掲書､ 217

頁､ 273-279貢､ホフマンはドゴールを反米とまでは言わないが､対抗的な姿勢を強調し､このスタイルを敗北主義

的であると批判する｡

73) Gary Hess, "The Unending Debate: Historians and the Vietnam War," Michael J. Hogan ed., America in the

World: The Histonog.乃砂hy of American Foreign Relations Since 1941 (Cambridge University Press, 1995) , pp.
361-368.

74) Fredrik Logevall, "De Gaulle, Neutralization, and American Involvement in Vietnam 1963-1964 , " Pacific His-

toncal Review 41 (February, 1992), p. 70.

75) Secretary Dean Rusk, Oral History Interview, Foreign Affairs Oral History Collection, Lyndon Baines

Johnson Library, July 28 , 1969, Under Secretary George Ball, Oral History Interview, Foreign Affairs Oral

History Collection, Lyndon Baines Johnson Library, July 8, 1971.
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の開催に満足し､フランスの姿勢が完全に不偏不党であると評価するに至ったのである76)

なお､このように仏米間の認識の隔たりが厳然と存在した一方で､ 1969年1月に大統嶺に

就任したニクソン(RichardNixon)との関係を見ると､ドゴールのこの政権期のアメリカに

対する影響力をうかがえる`ようになる｡確かにドゴールとニクソンが国家元首として共に外

交に携わった期間は約3ヶ月と短い｡しかしニクソンは就任以前より､アメリカのベトナム

政策に対する長年のドゴールの｢助言｣に関心を示していた77)そのためニクソンは大統領

選に勝利すると､すぐさまフランス側にベトナムに関して相談したいともちかけ78)､ 2月末

に訪仏を実現させた.首脳会談でニクソンは､直接ドゴールに｢助言｣を仰いだ79)｡その後

ニクソンは中ソへの接近という｢リンケージ戦略｣を進め､交渉によるベトナム問題の解決

を全力で目指していく｡一方､フランスは控えめに､両国及び紛争当事者である解放戦線や

南ベトナム政府とも接触を保ち､この会談が決裂しないように努力を重ねていった｡

そして1973年1月23日､パリ和平協定が調印された｡そこではこれまでフランスが｢中立

化｣構想によって主張し続けていた原則､すなわちベトナムからの外国軍の撤退と民族自決

という基本線において､相通じる取り決めがなされたのである｡具体的には､ 60日以内のア

メリカ軍撤退､南ベトナムの将来については自由選挙を国際監視機関(ICSC)のもとで実施

すること､その際､解放戦線などの南ベトナム政府以外の政治勢力も同等に認められること

などであった｡ここでアメリカ政府は｢中立化｣という言葉こそ用いなかったものの､ドゴ

ールの主張に対して譲ろうとしなかったことを､結果的に後年ハノイ側に譲歩したのであっ

た｡

5　お　わ　り　に

本稿では､まずベトナム｢中立化｣構想とは､ベトナムの｢独立｣を目指すものであり､

ドゴールの｢平和の礎は均衡にある｣という思想から生まれ､彼の平和への強い希求に基づ

いていたことを明らかにしたO　そしてドゴールはあくまでもフランスは紛争当事者ではない

という立場と､その影響力の限界をわきまえて､同盟国アメリカが誤った戦争に踏み込んで

しまったと考えたからこそ､その軌道修正を促そうとして､こうした構想を｢助言｣してい

たのだと外交文書に基づい~て考察した｡

しかしながら､ドゴールはアメリカから､とりわけジョンソン政権期に､いつも自国の利

76) Secretary Dean Rusk, Oral History Interview, Foreign Affairs Oral History Collection, Lyndon Baines

Johnson Library, July 28, 1969.

77) Richard Nixon, Leaders (New York: Warner Books, 1982), pp. f　-67.

78) Entretien du ggneral de Gaulle avec M. Shriver, ambassadeur des Etats-Unis, 10 decembre 1968, AN, 5AG
1-202.

79) Dernier entretien entre le General de Gaulle et le President Nixon, 2 mars 1969, AN, 5AG 1-202
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益を傷つける､いわゆる｢反米主義者｣という一面的なイメージで見られていた｡そのため､

ドゴールの積極的な｢助言｣は､ ｢中立化｣というアメリカの冷戦政策に対するアンチ･テー

ゼ的なアイデアに基づいていたこともあって､アメリカ側からはその紛争解決の意図ではな

く､対米批判的な側面が強調されてしまったのであった｡

だが､常識的に考えてみれば､ドゴールの方も自らの言動が｢反米｣だと見なされている

ことを､当然承知していたはずである｡そうであるなら､ドゴールの側も真剣に紛争解決を

求めているなら､自らの助言の真意が､どうすれば相手方に肯定的に伝わり政策転換を導け

るのか､もっと慎重に追求すべきであったと言わねばならないだろう｡元来､政治家の言葉

は､彼ら自身が期待するより､言葉通りに受けとめられないことの方が多い｡

いずれにしてもドゴールの功績は､アメリカが冷戦思考で視野狭窄に陥っているときに､

｢他にも選択肢がある｣と冷静にアイデアを提示したと評価することはできるだろう｡また

それゆえに､アメリカとフランスは西側同盟内にあって見解を異にしたのであるが､これに

よってもアメリカ的な善か悪か､または友か敵か､という二分論的冷戦思考では妥当しない

領域があることをドゴールは行動で示したと言えなくもない｡そして､冷戦が終鳶したこと

で､まさにこうした冷戦思考から解放されたからこそ､冒頭でみたように､冷戦後のアメリ

カで｢中立化｣構想が再評価されるようになったのである｡

なお1969年1月以降､ニクソンのアメリカ大統領就任以降､仏米関係は趣が一転する｡彼

とドゴールが同時期に政権を担当したのはわずか3ケ月であったが､ベトナムに関してニク

ソンはドゴールに｢助言｣を要請し､その後ベトナム側との和平交渉の促進に遠進したo　ま

た1970年代､緊張緩和という新たな国際秩序へ向けたアメリカの中ソ接近は､ 1960年代のド

ゴールによる｢東方外交｣のアナロジーであった.そしてアメリカはその枠組みで､つまり

ドゴールと同様に世界の均衡を図りつつ､ベトナム戦争の終結を目指したo

米ソ冷戦期､構造にかかわる一つのアイデアが理解され､現実化するには､状況と時代の

流れ､そして首脳同士の友好的な関係など､いくつかの要因が重なり合うことが必要であっ

た｡ことにフランスとアメリカの外交舞台には､強烈な個性をもった指導者が登場する｡そ

のため両国の関係をよりいっそう精微に考察していくには､アメリカの各政権の､そしてフ

ランスの｢同盟観｣をより一層深く研究することが必要であるように思われる｡これは今後

の課題としたい｡


